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２

公
募
占
用
指
針
に
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
定
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

公
募
占
用
指
針
の
対
象
と
す
る
公
募
対
象
施
設
等
の
種
類

二

当
該
公
募
対
象
施
設
等
の
た
め
の
港
湾
区
域
内
水
域
等
の
占
用
の
区
域

三

当
該
公
募
対
象
施
設
等
の
た
め
の
港
湾
区
域
内
水
域
等
の
占
用
の
開
始
の
時
期

四

港
湾
区
域
内
水
域
等
の
占
用
の
期
間
が
満
了
し
た
場
合
そ
の
他
の
事
由
に
よ
り
港
湾
区
域
内
水
域
等
の
占
用
を

し
な
い
こ
と
と
な
つ
た
場
合
に
お
け
る
当
該
公
募
対
象
施
設
等
の
撤
去
に
関
す
る
事
項

五

第
三
十
七
条
の
六
第
一
項
の
認
定
の
有
効
期
間

六

占
用
料
の
額
の
最
低
額

七

占
用
予
定
者
を
選
定
す
る
た
め
の
評
価
の
基
準

八

前
各
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
公
募
の
実
施
に
関
す
る
事
項
そ
の
他
必
要
な
事
項

３

前
項
第
二
号
の
区
域
は
、
港
湾
管
理
者
の
管
理
す
る
水
域
施
設
の
区
域
そ
の
他
の
第
三
十
七
条
第
一
項
の
許
可
の

申
請
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
者
を
公
募
に
よ
り
決
定
す
る
こ
と
が
港
湾
の
開
発
、
利
用
、
保
全
又
は
管
理
上
適
切
で

な
い
区
域
と
し
て
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
区
域
に
つ
い
て
は
定
め
な
い
も
の
と
す
る
。

４

第
二
項
第
五
号
の
有
効
期
間
は
、
二
十
年
を
超
え
な
い
も
の
と
す
る
。

５

第
二
項
第
六
号
の
占
用
料
の
額
の
最
低
額
は
、
第
三
十
七
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
条
例
又
は
第
十
二
条
の
二
の

規
程
で
定
め
る
額
を
下
回
つ
て
は
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
。

６

港
湾
管
理
者
は
、
第
二
項
第
七
号
の
評
価
の
基
準
を
定
め
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
と
こ

ろ
に
よ
り
、
あ
ら
か
じ
め
、
学
識
経
験
者
の
意
見
を
聴
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

７

港
湾
管
理
者
は
、
公
募
占
用
指
針
を
定
め
、
又
は
こ
れ
を
変
更
し
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
こ
れ
を
公
示
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

（
公
募
占
用
計
画
の
提
出
）

第
三
十
七
条
の
四

公
募
対
象
施
設
等
を
設
置
す
る
た
め
港
湾
区
域
内
水
域
等
を
占
用
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
公
募
対

象
施
設
等
の
た
め
の
港
湾
区
域
内
水
域
等
の
占
用
に
関
す
る
計
画
（
以
下
「
公
募
占
用
計
画
」と
い
う
。）を
作
成
し
、

そ
の
公
募
占
用
計
画
が
適
当
で
あ
る
旨
の
認
定
を
受
け
る
た
め
の
選
定
の
手
続
に
参
加
す
る
た
め
、
こ
れ
を
港
湾
管

理
者
に
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

公
募
占
用
計
画
に
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

港
湾
区
域
内
水
域
等
の
占
用
の
目
的

二

港
湾
区
域
内
水
域
等
の
占
用
の
区
域

三

港
湾
区
域
内
水
域
等
の
占
用
の
期
間

四

公
募
対
象
施
設
等
の
構
造

五

工
事
実
施
の
方
法

六

工
事
の
時
期

七

当
該
公
募
対
象
施
設
等
の
維
持
管
理
の
方
法

八

港
湾
区
域
内
水
域
等
の
占
用
の
期
間
が
満
了
し
た
場
合
そ
の
他
の
事
由
に
よ
り
港
湾
区
域
内
水
域
等
の
占
用
を

し
な
い
こ
と
と
な
つ
た
場
合
に
お
け
る
当
該
公
募
対
象
施
設
等
の
撤
去
の
方
法

九

占
用
料
の
額

十

資
金
計
画
及
び
収
支
計
画

十
一

そ
の
他
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
事
項

３

公
募
占
用
計
画
の
提
出
は
、
港
湾
管
理
者
が
公
示
す
る
一
月
を
下
ら
な
い
期
間
内
に
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
占
用
予
定
者
の
選
定
）

第
三
十
七
条
の
五

港
湾
管
理
者
は
、
前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
港
湾
区
域
内
水
域
等
を
占
用
し
よ
う
と
す
る
者
か

ら
公
募
占
用
計
画
が
提
出
さ
れ
た
と
き
は
、
当
該
公
募
占
用
計
画
が
次
に
掲
げ
る
基
準
に
適
合
し
て
い
る
か
ど
う
か

を
審
査
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

当
該
公
募
占
用
計
画
が
公
募
占
用
指
針
に
照
ら
し
適
切
な
も
の
で
あ
る
こ
と
。

二

当
該
公
募
対
象
施
設
等
の
た
め
の
港
湾
区
域
内
水
域
等
の
占
用
が
第
三
十
七
条
第
二
項
の
許
可
を
し
て
は
な
ら

な
い
場
合
に
該
当
し
な
い
も
の
で
あ
る
こ
と
。

港
湾
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

御

名

御

璽

平
成
二
十
八
年
五
月
二
十
日

内
閣
総
理
大
臣

安
倍

晋
三

法
律
第
四
十
五
号

港
湾
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

港
湾
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
十
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

目
次
中
「
第
四
章

港
湾
区
域
及
び
臨
港
地
区
（
第
三
十
七
条

第
四
十
一
条
）」を
「
第
四
章

港
湾
区
域
及
び
臨

第
四
章
の
二

港
湾
協
力
団

港
地
区
（
第
三
十
七
条

第
四
十
一
条
）

体
（
第
四
十
一
条
の
二

第
四
十
一
条
の
六
）」に
、「
第
六
十
四
条
」
を
「
第
六
十
六
条
」
に
改
め
る
。

第
二
条
第
五
項
第
八
号
の
二
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

八
の
三

港
湾
情
報
提
供
施
設

案
内
施
設
、
見
学
施
設
そ
の
他
の
港
湾
の
利
用
に
関
す
る
情
報
を
提
供
す
る
た
め

の
施
設

第
三
十
七
条
第
一
項
中
「
左
の
各
号
の
一
に
掲
げ
る
」
を
「
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
」
に
改
め
、
同
項

た
だ
し
書
中
「
但
し
」
を
「
た
だ
し
」
に
改
め
、
同
項
第
一
号
中
「
公
共
空
地
」
の
下
に「（
以
下
「
港
湾
区
域
内
水
域

等
」
と
い
う
。）」
を
加
え
、
同
項
第
二
号
中
「
港
湾
区
域
内
の
水
域
又
は
公
共
空
地
」
を
「
港
湾
区
域
内
水
域
等
」
に

改
め
、
同
項
第
三
号
中
「
用
水
き
よ
又
は
排
水
き
よ
」
を
「
用
水
渠き
よ

又
は
排
水
渠
」
に
改
め
、
同
条
第
四
項
中
「
港
湾

区
域
内
の
水
域
又
は
公
共
空
地
」
を
「
港
湾
区
域
内
水
域
等
」
に
改
め
、
同
項
た
だ
し
書
中
「
但
し
」
を
「
た
だ
し
」

に
改
め
る
。

第
三
十
七
条
の
三
を
第
三
十
七
条
の
十
一
と
し
、
第
三
十
七
条
の
二
の
次
に
次
の
八
条
を
加
え
る
。

（
公
募
対
象
施
設
等
の
公
募
占
用
指
針
）

第
三
十
七
条
の
三

港
湾
管
理
者
は
、
第
三
十
七
条
第
一
項
の
許
可
（
長
期
間
に
わ
た
り
使
用
さ
れ
る
施
設
又
は
工
作

物
の
設
置
の
た
め
の
同
項
第
一
号
の
占
用
に
係
る
も
の
に
限
る
。
第
三
項
、
第
三
十
七
条
の
八
第
二
項
及
び
第
三
項

並
び
に
第
三
十
七
条
の
十
第
三
項
に
お
い
て
同
じ
。）の
申
請
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
者
を
公
募
に
よ
り
決
定
す
る
こ

と
が
、
港
湾
区
域
内
水
域
等
を
占
用
す
る
者
の
公
平
な
選
定
を
図
る
と
と
も
に
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
（
電
気

事
業
者
に
よ
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
気
の
調
達
に
関
す
る
特
別
措
置
法
（
平
成
二
十
三
年
法
律
第
百
八
号
）
第

二
条
第
四
項
に
規
定
す
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
を
い
う
。）の
利
用
そ
の
他
の
公
共
の
利
益
の
増
進
を
図
る
上
で

有
効
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
施
設
又
は
工
作
物
（
以
下
「
公
募
対
象
施
設
等
」
と
い
う
。）に
つ
い
て
、
港
湾
区
域
内

水
域
等
の
占
用
及
び
公
募
の
実
施
に
関
す
る
指
針
（
以
下
「
公
募
占
用
指
針
」と
い
う
。）を
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
民
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係
法
律
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
）

第
二
十
八
条

民
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係
法
律
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
次
の
よ

う
に
改
正
す
る
。

第
二
百
六
十
条
の
う
ち
森
林
組
合
法
第
四
十
七
条
第
二
項
の
改
正
規
定
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

第
四
十
七
条
第
三
項
中
「
同
項
第
一
号
」
を
「
同
項
各
号
」
に
改
め
る
。

第
二
百
六
十
一
条
中
「
行
わ
れ
た
」
を
削
り
、「
森
林
組
合
又
は
森
林
組
合
連
合
会
と
の
利
益
相
反
行
為
」を「
な
っ

た
者
の
利
益
相
反
取
引
」
に
、「
第
四
十
七
条
第
二
項
」
を
「
第
四
十
七
条
第
三
項
」
に
改
め
る
。
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